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平成 27 年 9 月 25 日 

各位 

不動産投資信託証券発行者名 

オリックス不動産投資法人 

代表者名 執行役員 安田 博 

（コード番号 8954） 

 

資産運用会社名 

オリックス・アセットマネジメント株式会社 

代表者名：代 表 取 締 役 社 長  亀本 由高 

問合せ先：取締役常務執行役員 金澤 純子 

Ｔ Ｅ Ｌ ： 03-5418-4858 

 

 

規 約 変 更 及 び規 約 変 更 及 び規 約 変 更 及 び規 約 変 更 及 び役 員 選 任 に役 員 選 任 に役 員 選 任 に役 員 選 任 に関 するお知 らせ関 するお知 らせ関 するお知 らせ関 するお知 らせ    

及び資産運用会社における重要な使用人の変更に関するお知らせ及び資産運用会社における重要な使用人の変更に関するお知らせ及び資産運用会社における重要な使用人の変更に関するお知らせ及び資産運用会社における重要な使用人の変更に関するお知らせ    

 

 

本投資法人は、平成 27 年 9 月 25 日開催の役員会におきまして、下記 1 乃至 5 に記載の規約一部変

更案及び役員選任案を平成 27 年 11 月 30 日に開催される本投資法人の投資主総会に付議することに

ついて決議しましたのでお知らせ致します。 

  また、本投資法人が資産の運用を委託する資産運用会社であるオリックス・アセットマネジメント株式

会社は、本日下記 6 に記載のオリックス・アセットマネジメント株式会社における重要な使用人の変更に

ついて決議しましたのでお知らせ致します。 

 

記 

 

1. 1. 1. 1. 規約一部変更の主な規約一部変更の主な規約一部変更の主な規約一部変更の主な内容内容内容内容及び及び及び及び理由理由理由理由についてについてについてについて    

 

(1) 投資主総会の招集に関する規定について、本投資法人の投資主総会は平成 29 年 11 月 6 日及び

同日以後遅滞なく招集され、以後、隔年毎の11月6日及び同日以後遅滞なく招集される旨の規定

に変更するものです（変更後の規約第 12 条第 2 項）。 

 

(2) 投資信託及び投資法人に関する法律施行令（平成 12 年政令第 480 号。その後の改正を含みます。

以下「投信法施行令」といいます。）の改正により、特定資産（投信法施行令第 3 条に定める特定資

産をいいます。）に該当する資産が追加されたことに伴い、本投資法人の資産運用の対象となる資

産の種類として再生可能エネルギー発電設備及び公共施設等運営権並びにこれらに関連する資

産（以下「インフラ等関連資産」といいます。）を追加するものです（変更後の規約別紙１のⅠ(4)①

及び⑧乃至⑫、同(5)柱書及び⑪並びにⅡ(8)）。また、インフラ等関連資産を取得した場合におけ

る資産運用会社における運用報酬の支払いに関する基準を追加するものです（変更後の規約第

41 条）。 

 

(3) 投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（平成 12 年総理府令第 129 号。その後の改正を

含みます。以下「投信法施行規則」といいます。）の改正により、不動産等資産（投信法施行規則第

105 条第１号ヘにおいて定義される意味を有します。）に再生可能エネルギー発電設備及び公共

施設等運営権等が追加されたことに伴い、本投資法人の主たる投資対象を不動産等資産のうち不

動産、不動産の賃借権、地上権及びこれらの資産のみを信託する信託の受益権とする旨の規定

に変更するものです（変更後の規約別紙１のⅡ(2)）。 
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(4) 租税特別措置法施行規則（昭和 32 年大蔵省令第 15 号。その後の改正を含みます。）の改正によ

り投資法人が課税の特例適用を受けるための要件が変更されたため、記載要件とされていた規約

の規定を削除するものです（現行の規約別紙１のⅡ(11)）。 

 

(5) 投資法人における会計と税務の処理の差異（税会不一致）の問題に関して、投資法人の計算に関

する規則（平成 18 年内閣府令第 47 号。その後の改正を含みます。）及び租税特別措置法（昭和

32 年法律第 26 号。その後の改正を含みます。）の改正に伴い、投資法人における課税負担の軽

減を目的として本投資法人が適切と判断する場合、利益を超えた金銭の分配を可能とする旨の変

更を行うものです（変更後の規約別紙 3 の１(3)及び同 2）。 

 

(6) 上記各変更の他に、当該各変更と連動して変更されるべき文言の変更、不要となった附則の削除

を行うものです（変更後の規約別紙１のⅠ(3)①、現行の規約附則）。 

 

(7) その他、字句の修正を行うとともに、条文整備等のために、所要の修正・変更を行うものです。 

  

（規約変更の詳細については、添付資料「第 11 回投資主総会召集ご通知」をご参照ください。） 

 

2.2.2.2.    執行役員執行役員執行役員執行役員 1111 名選任について名選任について名選任について名選任について    

    

        執行役員安田博から本投資主総会の終結の時をもって執行役員を辞任したい旨の申出がありまし

たので、後任の執行役員 1名（候補者：尾﨑輝郎）の選任をお願いするものです。なお、本議案によって

選任される執行役員の任期は平成 27 年 11 月 30 日から 2 年間となります。また、本議案は、平成 27 年

9 月 25 日開催の役員会において本投資法人の監督役員全員の同意によって提出されたものです。 

 

（執行役員 1 名選任の詳細については、添付資料「第 11 回投資主総会召集ご通知」をご参照くださ

い。） 

    

3. 3. 3. 3. 補欠執行役員補欠執行役員補欠執行役員補欠執行役員 1111 名選任について名選任について名選任について名選任について    

    

        執行役員が欠けた場合又は法令に定める員数を欠くことになる場合に備え補欠執行役員１名（候補

者：服部毅）の選任をお願いするものです。なお、本議案は、平成 27 年 9 月 25 日開催の役員会におい

て本投資法人の監督役員全員の同意によって提出されたものです。 

 

（補欠執行役員 1 名選任の詳細については、添付資料「第 11 回投資主総会召集ご通知」をご参照くだ

さい。） 

    

4444. . . . 監督役員監督役員監督役員監督役員 3333 名選任について名選任について名選任について名選任について    

    

        監督役員石上尚弘から本投資主総会の終結の時をもって本投資法人の監督役員を辞任したい旨

の申出があり、また、監督役員小池敏雄及び服部毅の2名から、他の監督役員と就任の時点を揃えるた

め本投資主総会の終結の時をもって本投資法人の監督役員を一旦辞任したい旨の申出がありました。

これに伴い改めて監督役員 3 名（候補者：野村憲弘、小池敏雄、服部毅）の選任をお願いするものです。

なお、本議案によって選任される監督役員の任期は、平成 27 年 11 月 30 日から 2 年間となります。 

    

（監督役員 3 名選任の詳細については、添付資料「第 11 回投資主総会召集ご通知」をご参照くださ

い。） 
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5. 5. 5. 5. 日程日程日程日程    

    

平成 27 年 9 月 25 日 投資主総会提出議案承認役員会 

平成 27 年 11 月 5 日 投資主総会招集通知の発送（予定） 

平成 27 年 11 月 30 日 投資主総会開催（予定） 

    

    

6666. . . . 資産運用会社における資産運用会社における資産運用会社における資産運用会社における重要な重要な重要な重要な使用人使用人使用人使用人のののの変更について変更について変更について変更について    

  本投資法人が資産の運用を委託する資産運用会社であるオリックス・アセットマネジメント株式会社

は、本日下記の通りオリックス・アセットマネジメント株式会社の重要な使用人の変更について決議しまし

たのでお知らせ致します。 

   

  重要な使用人の変更（平成 27 年 11 月 30 日付） 

 新 旧 

安田 博 執行役員会長 顧問 

 

なお、上記に関しては、金融商品取引法、宅地建物取引業法その他適用ある法令・規則に従い必要な届

出等の手続きを行います。 

 

 

 

 

 

以上 

 

 

 

本日資料の配布先：兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

 

添付資料 

・第 11回投資主総会招集ご通知 








































